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慶應法学第 55号（2025：12）

1　はじめに

（1）近年の自然災害の経済被害

日本は世界でも有数の自然災害の多発国である。

地震、台風、豪雨、土砂災害といった自然現象は、単なる自然の猛威にとど

まらず、企業経営に直接的な損害を与える。被害額だけを見ても、2011年の

東日本大震災は約 16.9兆円 1）、2016年の熊本地震で約 4.6兆円 2）、2023年の

台風災害でもサプライチェーンが数週間にわたり寸断された。

また、2024年 1月の能登半島地震では、地震による建築物や社会資本など

のストックの被害額合計が 1.1～2.6兆円（住宅 0.4～0.9兆円、住宅以外の建築物

0.2～0.4兆円、社会資本が 0.5～1.3兆円）と試算されている 3）。そして、2025年

1　はじめに
2　災害に関する法体系の整理
3　災害時の企業責任
4　実務対応と今後の展望
5　結語に代えて

自然災害と法に関する一考察
─企業法務の視点から─

菅　原　貴与志

1）内閣府「東日本大震災における被害額の推計について」（2011年 6月 24日）。
2）内閣府「平成 28年熊本地震が地域経済に与える影響」『地域の経済 2016』（2016年 8月
25日）。

3）内閣府「月例経済報告」（2024年 4月 23日）。
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夏には、全国で記録的大雨による甚大な被害が多発した。

（2）災害と企業の課題

災害は一般人の生活に影響するだけでなく、企業にも影響する。企業活動が

ストップすれば、取引先との契約や従業員の扱いといった法律問題が浮上し、

企業はこれらに適切に対応する必要がある。東日本大震災においても、各企業

は震災で生じた従業員や取引先への安全配慮義務への対応といった法律問題に

対し、懸命に取り組んだ 4）。

災害対応は、危機管理や防災部門の課題にとどまらない。従業員の安全確保、

事業継続計画（Business Continuity Plan、BCP）、契約履行、情報開示、さらには

取締役・監査役の責任まで、多様な法的問題が同時に発生する。災害時の判断

を誤れば、企業価値の毀損や訴訟、ひいては経営責任追及に直結する時代であ

る。

本稿では、まず災害時に企業が直面する主要な法体系を整理し（後記 2）、そ

の上で実際の裁判例を取り上げ、何が争点となり、裁判所がどのような基準で

企業の責任を判断したのかを具体的に検討したい（後記 3）。そして、それらを

踏まえ、企業が取るべき実務上の対策を示すことにする（後記 4）。

2　災害に関する法体系の整理

自然災害が企業に法的責任をもたらす場合、各種の法令が関わる。そこで、

まずは災害時に企業が直面する主要な法体系を整理しておきたい。

（1）民法（不法行為・債務不履行）

第一に検討すべきは、民法である。

4）復興庁「被災地での 55の挑戦─企業による復興事業事例集─」（2013年 3月）。

慶應法学 55_139-162_論説（菅原）_4k-1.indd   140慶應法学 55_139-162_論説（菅原）_4k-1.indd   140 2025/12/11   10:562025/12/11   10:56



141

自然災害と法に関する一考察

1-1）不法行為責任（民法 709条）

不法行為責任を定める民法 709条が、その典型となる。同条は「故意又は過

失によって他人の権利又は法律上保護される利益を侵害した者は、これによっ

て生じた損害を賠償する責任を負う」と規定するが、その要件事実は、①原因

行為（権利・利益侵害）、②損害、③因果関係、④帰責性（故意または過失）で

ある 5）。

特に災害対策での過失（前記④）が問われる場合が少なくなく、企業の安全

配慮義務の根拠ともなる。

1-2）土地工作物責任（民法 717条）

民法 717条は、土地の工作物の設置または保存の瑕疵によって他人に損害が

生じた場合の責任について規定している。「土地の工作物」には、建物、道路、

鉄道、電柱など土地に人工的に設置された物が含まれ、また、「設置又は保存

の瑕疵」とは、本来備えているべき安全性を欠いていることを意味する。自然

災害における「瑕疵」では、通常予測される自然現象（外力）に対し安全性を

具備していなければならない 6）。

原則的には、工作物の占有者が損害賠償責任を負う。ただし、例外として、

占有者が損害の発生を防止するために必要な注意をしていた場合、所有者が損

害賠償責任を負うことになっている。なお、所有者に免責事由は認められてい

ない。

要するに、民法 717条は、地震や突風で建物が倒壊した場合でも、「設置又

5）不法行為の要件事実を計量分析した最新の研究として、澤出成意人「学説の実務に対す
る影響の経験的把握・試論─不法行為判決文の計量テキスト分析─」社会科学研究 76巻
231頁（2025年）。

6）国家賠償法（国賠法）2条 1項「公の営造物の設置又は管理の瑕疵」に関するものとし
て、最判昭和 45年 8月 20日判タ 252号 135頁、名古屋高判昭和 49年 11月 20日高民 27
巻 6号 395頁。なお、国賠法上の「設置又は管理の瑕疵」は、土地工作物責任における
「設置又は保存の瑕疵」と同義である。国家訴訟実務研究会『国家賠償訴訟の理論と実際』
（三協法規出版、2000年）216頁。
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は保存の瑕疵」があれば、所有者・占有者が賠償責任を負うと規定する。この

点、実務的には、「瑕疵」の具体例が重要である（後記 3 （4） 4-1））。

1-3）履行不能（民法 415条）

民法上は、契約履行が不能となった場合の問題もある。

民法 415条は、債務不履行による損害賠償について規定し、債務者が債務の

本旨に従った履行をしないとき、または債務の履行が不能であるときは、債権

者はそれによって生じた損害の賠償を請求できる。

ただし、かかる債務不履行が、契約や取引上の社会通念に照らして債務者の

責任に帰すことができない事由による場合は、この限りではない（民法 415条

1項ただし書）。

実務上の課題は、民法 415条には、具体的な事由が挙げられておらず、どの

ような場合であれば、「債務者の責めに帰することができない事由」に該当す

るのかが不明確な点にある 7）。

そうしたことから、契約書の作成・審査に際しては、「不可抗力条項」でな

るべく明確に定める必要がある。不可抗力条項とは、契約当事者自身には管理

不可能な事情によって債務の履行ができなくなった場合に、債務不履行に対す

る責任を負わないことを定めた条項のことをいう。ただし、不可抗力条項は、

契約の拘束力に対する重大な例外であるため、その適用範囲は限定的に解釈さ

れる可能性があることには留意しなければならない（後記 3 （3） 3-3））。

（2）会社法・金融商品取引法

2-1）任務懈怠責任（会社法 423条）

会社の役員等の会社に対する責任は、「その任務を怠ったときは」と定め、

原則として過失責任としている（会社法 423条 1項）。なお、この「役員等」に

は、取締役のみならず、監査役や会計監査人も含まれることに注意しなければ

7）かかる課題は、民法 567条 1項「当事者双方の責めに帰することのできない事由」も同
様である。

慶應法学 55_139-162_論説（菅原）_4k-1.indd   142慶應法学 55_139-162_論説（菅原）_4k-1.indd   142 2025/12/11   10:562025/12/11   10:56



143

自然災害と法に関する一考察

ならない。会社法の任務懈怠責任に関する要件事実は、①任務懈怠（任用契約

の存在およびその懈怠）、②取締役側の帰責事由、③損害の発生およびその数額、

④任務懈怠と損害との因果関係である 8）。

したがって、取締役等が善管注意義務を怠り（会社法 330条、民法 644条）、

災害リスクを軽視した経営判断を行った場合には、会社法 423条に基づき、会

社に対する損害賠償責任を負う可能性がある。

2-2）金融商品取引法と開示規制

実務的には、金融商品取引法や関連する開示規制も重要である。

災害が発生した際、企業は被害状況や事業への影響についての情報開示と広

報対応が必要である（後記 4 （3））。特に上場企業はステークホルダーへの適時

の情報提供が求められるため、法定開示書類を遅滞なく提出できるよう準備す

ることが重要となる。

この点、災害に起因する損害が発生した場合には、損害が軽微であることが

明らかな場合を除き、直ちに有価証券上場規程に則った適時開示をする必要が

ある。災害が発生し、仮に損害の規模が不明な場合であっても適時開示しなけ

ればならない（東京証券取引所上場規程 402条 2号ａ、施行規則 402条 1項 1号）。

仮に適時開示を怠れば、投資家からの損害賠償請求を受けるリスクもあるの

で、十分な注意が必要である。

（3）労働法

労働法は、使用者に対し労働者の生命・健康を守る安全配慮義務を課してい

る。労働契約法 5条は「使用者は、労働契約に伴い、労働者がその生命、身体

等の安全を確保しつつ労働することができるよう、必要な配慮をするものとす

る」と定め、また、労働安全衛生法 3条 1項は「事業者は、単にこの法律で定

8）菅原貴与志「任務懈怠責任の法的性質と構造」山本爲三郎編『新会社法の基本問題』
（慶應義塾大学出版会、2006年）177頁。任務懈怠と帰責事由の関係については、菅原貴
与志『会社法入門 20講』（勁草書房、2021年）109頁。
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める労働災害の防止のための最低基準を守るだけでなく、快適な職場環境の実

現と労働条件の改善を通じて職場における労働者の安全と健康を確保するよう

にしなければならない。また、事業者は、国が実施する労働災害の防止に関す

る施策に協力するようにしなければならない」と規定する。

安全配慮義務とは、労働災害の危険を発見し、その危険を事前に予防する義

務である。しかし、労働者の心身の安全が害される可能性を使用者が予見でき

なければ、安全配慮義務を果たせない（予見可能性）。また、このような危険が、

使用者の行動で回避できない種類のものであった場合にも、安全配慮を行うこ

とができない（結果回避可能性）。

そこで、自然災害によって労働者の生命・身体・健康が害された場合、使用

者に予見可能性と結果回避可能性の両方があったときに、安全配慮義務違反と

なる。たとえば、台風や地震の際に従業員を出社させ、被害が発生すれば、安

全配慮義務違反として損害賠償責任を問われることがあるため、十分に注意し

なければならない。

この点、過去の裁判例によれば、災害時の就労指示の適否が争点となってお

り、労働者の生命・身体に危険が及ぶと予想されるときは、出社・出勤の業務

命令に従う必要はないものとされている 9）。

（4）建築基準法、その他

建築基準法や都市計画法では、耐震診断義務や補強義務を怠った場合、行政

処分のみならず民事責任の根拠ともなる。

「耐震基準」とは、地震が発生しても倒壊・損壊しない建築物を建てること

を目的に、建築基準法 20条で定めている最低限満たすべき基準のことである。

9）たとえば、最判昭和 43年 12月 24日民集 22巻 13号 3050頁は、日韓間の海底ケーブル
修理のため、船舶への乗船を命じられた従業員が、両国の緊張状態を恐れて乗船拒否した
のを理由に解雇され、その有効性を争った事案であるが、担当業務において、本来予想さ
れたものを超えるほどの危険があるときは、出社命令・出勤命令などの業務命令が違法と
なる旨を判示した。
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現在の基準は、最大震度 5を記録した 1978年の宮城県沖地震の被害発生を契

機として、1981年に改正された。新耐震基準では「中規模地震（震度 5強）で

ほぼ損傷せず 、大規模地震（震度 6強～7程度）でも倒壊・崩壊しない」こと

が求められている。

また、建築物の所有者や管理者は、建築基準法 12条に基づいて定期点検を

し、特定行政庁に結果を報告する義務があり、適合しない建物は行政指導・罰

則の対象ともなっている。

加えて、災害対策基本法や各省庁のガイドラインも企業の対応基準として参

照される。これらは法的拘束力が弱いものの、裁判所が「企業に求められる水

準」を判断する際の参考資料として扱うことが多いため、留意が必要である。

3　災害時の企業責任

企業が災害に直面した際、責任を問われる主な類型は、概ね次の 5点であろ

う。これらの責任は重複して問われることもある。

①安全配慮義務違反

②取締役・監査役の善管注意義務違反

③契約上の不可抗力・履行不能

④土地工作物責任

⑤開示義務違反

企業は、単に災害に備えるだけでなく、そうした各責任の発生リスクを把握

し、内部統制や契約書、訓練体制を整備する必要がある。

（1）労働者の保護

1-1）安全配慮義務

企業は、労働契約関係に基づき、労働者の生命・身体・健康を保護すべき法

的義務を負っている（前記 2 （3））。この義務は、労働契約法 5条に明文の根拠

を有し、また民法 709条に基づく不法行為責任の一般法理からも導かれるもの
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である。とりわけ自然災害時における就労指示は、労働者の安全と企業活動の

継続という二つの利益の衝突点に立たされるため、極めて高度な法的判断を要

する。

判例法理上、安全配慮義務違反の成否は、予見可能性と結果回避可能性の存

否を基準として判断される。たとえば台風の接近により暴風雨が予測されてい

る状況で、企業が工場操業を継続し、労働者が通勤途上あるいは工場内で被災

した場合、企業が事前に就労中止や在宅勤務等の措置を講じ得たにもかかわら

ずそれを怠ったときには、安全配慮義務違反が認められる可能性が高い。かか

る場合、企業は民事上の損害賠償責任のみならず、労働基準監督行政による是

正勧告、社会的信用の失墜等、多面的な責任を負うこととなる。

したがって、企業は災害時の就労指示に際して、気象庁の警報や地方自治体

の避難勧告など公的情報を適切に参照しつつ、労働者の安全を最優先に考慮し

た対応を採るべきである。

1-2）休業手当に関する対応

労働基準法 26条は、いわゆる「休業手当」の支給義務を定め、使用者の責

に帰すべき事由による休業の場合には、使用者が労働者に対し平均賃金の 6割

を支払うことを明文で義務づけている。同条の趣旨は、労働者がその労働力を

使用者に専属的に提供する関係にありながら、使用者の経営上の都合によって

就労の機会を奪われる場合、労働者保護の観点から最低限度の生活保障を確保

しようとする点にある。

しかしながら、自然災害等の不可抗力による休業は、使用者の経営上の瑕疵

や経営判断に基づくものではなく、専ら外部的要因により不可避的に生じた事

態に起因する。したがって、かかる場合にまで直ちに「使用者の責に帰すべき

事由」に該当すると解することは、法の予定する責任範囲を逸脱するものとい

えよう。

この点につき、厚生労働省の行政解釈は、不可抗力の認定基準を明確に示し

ている 10）。すなわち、①その原因が事業の外部から発生した事故であること、
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②通常の経営者として最大限の注意義務を尽くしたとしてもなお回避すること

が不可能な事故であること、の 2要件を充足する場合に限り、不可抗力と評価

されるとする。したがって、当該 2要件を満たす場合には、労働基準法第 26

条にいう「使用者の責に帰すべき事由」には該当せず、使用者は休業手当を支

払う義務を免れると解される。

一方で、労働基準法 33条は、不可抗力による休業の場面とは異なり、災害

その他避けることのできない事由に基づき臨時の必要が存する場合において、

所轄労働基準監督署長の許可を得ることを条件に、使用者が労働者に時間外労

働または休日労働を命じ得ることを規定している。この場合においては、労働

基準法 37条 1項の規定に基づき、使用者は労働者に対して割増賃金を支払う

義務を負うことは言うまでもない。

かくして、労働基準法における不可抗力概念は、使用者責任の限界を画する

基準としての意義を有すると同時に、労働者保護法制の体系における「休業」

と「時間外・休日労働」とを峻別する重要な指標を提供しているのである。

（2）経営者の善管注意義務違反

前記 2 （2） 2-1）のとおり、取締役が善管注意義務を怠り、災害リスクを軽

視した経営判断を行った場合には、会社法 423条に基づき、会社に対する損害

賠償責任を負う可能性がある。すなわち、取締役が自然災害に伴うリスクを軽

視し、事業継続計画（BCP）の整備を怠った場合には、会社に重大な損害を与

えたものとして、会社法に基づく損害賠償責任を負い得る。BCPは、企業が

緊急事態下において被害を最小限に抑えつつ、重要事業の継続または早期復旧

を図るための包括的計画であり、その策定は現代のコーポレートガバナンスに

おける基本的要請と評価されているからである（後記 4 （1））。

実務上も、取締役会が災害対策の必要性を認識しながら漫然と放置し、結果

として事業活動が長期にわたり停止し、取引先・株主・従業員等のステークホ

10）厚生労働省「令和元年台風第 15号による被害に伴う労働基準法や労働契約法に関する
Q&A」（1989年 9月 18日）6頁。
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ルダーに甚大な被害をもたらした場合には、取締役の経営判断の合理性が厳し

く問われることとなる。また、このような状況において、監査役が適切な監督

を尽くさなかったとすれば、監査役についても会社法 423条に基づく監督義務

違反の責任が追及され得る。

ゆえに、取締役および監査役は、自然災害を一時的・不可避的な事象として

軽視することなく、むしろ経営上の恒常的リスクとして織り込み、平時より組

織的かつ実効性ある災害対策を講じることが要請されるのである。

（3）債務不履行（契約違反）

3-1）当事者に帰責性がある場合

企業が自然災害の発生により債務を履行できなくなった場合であっても、そ

の不履行につき当事者に帰責性が認められるときは、民法 415条に基づき、債

務不履行責任として損害賠償責任を負う可能性がある。ここで問題となるのは、

同条 1項ただし書にいう「契約その他の債務の発生原因及び取引上の社会通念

に照らして債務者の責めに帰することができない事由」の有無である。

この点につき、阪神・淡路大震災により発生した火災において貨物が焼失し

た事案においては、倉庫会社の帰責事由が争われたが、裁判所は「通常想定さ

れる事態に対応できる程度の必要な措置を講じていた」と認め、倉庫会社の責

任を否定した（東京地判平成 11年 6月 22日判タ 1008号 288頁）。この裁判例か

ら導かれる基準は、災害発生に際して、債務者が通常想定される危険に対応し

うる程度の合理的措置を尽くしていたか否かである。

もっとも、「必要な措置」の具体的内容は、契約内容、履行の態様、業務の

性質、さらには当該災害の予見可能性等、個別具体的な事情によって異なる。

したがって、事案ごとに企業が責任を免れるか否かは、事実関係の綿密な検討

を要する。企業実務においては、災害時リスクに関する予防措置の有無が、債

務不履行責任の成否を分ける重要な要素となることに留意すべきである。
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3-2）当事者に帰責性がない場合

他方、自然災害によって当事者双方に帰責性が認められない場合には、問題

は危険負担（Risk of Loss）の帰属に移行する。すなわち、履行不能に帰責事由

が存在しないとき、買主は代金支払義務を免れることができるかという点が問

題となる 11）。

民法 536条 1項は、この点につき、債権者が目的物の引渡しを受けることが

できない場合には、「反対給付の履行を拒むことができる」と規定する。した

がって、災害により目的物が引渡し不能となった場合には、原則として買主は

代金支払を拒絶することができる。他方、既に目的物の引渡しが完了している

場合には、買主は危険を負担することとなり、代金支払義務は存続する。

もっとも、危険負担に関する民法上の規律は任意規定であり、当事者は契約

によって危険の帰属を修正しうる。したがって、実務上は、不可抗力による履

行不能の場合にどちらの当事者が危険を負担するかについて、契約条項におけ

る特約の有無を精査することが極めて重要である。とりわけ国際取引や大規模

な供給契約においては、不可抗力条項を設け、災害時の責任分配をあらかじめ

明確に定めることが望ましい。

以上のとおり、自然災害と債務不履行責任・危険負担の問題は、①災害発生

に際して債務者に「通常想定される措置」を尽くしたか否か、②契約上の特約

によって危険負担が修正されていないか、の 2点が核心をなす。災害リスクが

高まる現代社会において、契約当事者が事前に適切なリスク配分を設計するこ

とは、企業の法的安定性を確保するうえで不可欠といえよう。

3-3）契約条項の不可抗力と免責の限界

前記 2 （1） 1-3）で確認したとおり、債務不履行が、契約や取引上の社会通

11）2020年に施行された改正民法では、特定物売買に適用されていた債権者主義の規定（旧
法 534条、535条）が削除され、原則として債務者主義に統一された。そのことにより、
引渡し前に災害などで目的物が滅失した場合でも、買主が代金を支払う必要はなくなっ
た。
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念に照らして債務者の責任に帰すことができない事由による場合は、債務者は

責任を負わない（民法 415条 1項ただし書）。

しかし、民法上、いかなる場合であれば「債務者の責めに帰することができ

ない事由」に該当するのかが不明確であるため、契約条項として不可抗力を明

確に定めておく必要がある。たとえば、台風や地震による物流網寸断で契約履

行ができない場合、契約書の不可抗力条項がどの範囲で有効かが争点となるか

らである。

ただし、不可抗力条項は、契約の拘束力に対する重大な例外であるため、そ

の適用範囲は限定的に解釈される可能性があることに留意しなければならない。

契約実務の視点からは、条項が抽象的だと免責は認められにくい傾向があるか

ら、具体的事象と代替措置の明記が必須となる。また、不履行時の通知義務の

定めも重要であろう。

特に国際取引契約における不可効力条項（Force Majure Clause）には、細心の

注意を払わなければならない 12）。

コモン・ロー（Common Law）において、いったん履行を約束した当事者は、

軽々に義務から解放されない（Sanctity of Contract）。他方、英米判例法には、契

約締結時に予見できなかった偶発事情により、履行が不可能となるか、契約目

的の達成が客観的に不可能となった場合、契約関係は将来に向けて消滅し得る

というフラストレーション（Frustration）の概念も存在する。しかし、フラスト

レーションの射程は限定的で、事後的な司法判断に委ねられるため予見可能性

を害してしまう。

そこで、契約書を起案する際には、フラストレーションの概念に頼らず、不

可抗力条項を明確に定めることで、不可抗力による事由やその結果を具体的に

規定することが重要となる 13）。

12）菅原貴与志『企業法務入門 20講』（勁草書房、2021年）38頁。
13）不可抗力条項の明確化のためには、少なくとも、①不可抗力事由の定義、②通知・軽減
義務、③履行猶予・免責の範囲、④終了（解除）要件と手続、⑤終了時の効果（費用・前
払金・供給配分等の清算）を明記することが望ましい。
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具体的には、次のような条項の審査場面が想定できる。

Neither party shall be liable to the other party for any delay or failure in the 

performance of its obligations under this Agreement in the event that such delay or 

failure arising out of any cause beyond the reasonable control of the party affected 

（hereinafter called the “Force Majeure”）.  The Force Majeure means act of God, acts or 

orders of governmental authorities, fire, flood, typhoon, tidal wave, or earthquake, war, 

rebellion, riots, strike, lockout, labor dispute or pandemic.

（本契約上の義務の履行の遅滞または不履行が、当該当事者の合理的な制御を超え

る事由（以下、「不可抗力」という。）により引き起こされた場合、当該当事者は、

当該遅滞または不履行について相手方に対し責任を負わない。不可効力には、天災、

政府機関の行為もしくは命令、火災、洪水、台風、高潮、地震、戦争、反乱、革命、

暴動、ストライキ、ロックアウト、労働争議、世界的流行病を意味する。）

たとえば、自然災害の多発国である我が国企業に対して、相手方が震災の少

ない地域に所在しているのであれば、「洪水、台風、高潮、または地震は、不

可抗力事由とする（Flood, typhoon, tidal wave, or earthquake shall not be considered as 

Force Majeure events.）」旨を明確に求めるべきであろう。

（4）土地工作物責任の実務

4-1）震災と工作物責任

前記 2 （1） 1-2）のとおり、民法 717条は、土地工作物の設置または保存に

瑕疵がある場合において、その所有者または占有者が被害者に対して損害賠償

責任を負う旨を規定している。同条の趣旨は、土地工作物が社会生活において

常時人々の利用に供される以上、その設置・保存に潜在する危険を最も支配・

管理し得る立場にある者に、結果責任に近い形での責任を課す点にある。した

がって、地震や突風等の自然災害による倒壊事故であっても、当該土地工作物

が本来有すべき安全性を欠いていた場合には、「設置又は保存の瑕疵」が肯認
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され、所有者や管理者の責任を免れない。

宮城県沖地震に関する著名な裁判例（仙台地判昭和 56年 5月 8日判時 1007号

30頁）は、その典型例である。本件では、地震によりブロック塀が倒壊して通

行人が死亡した事故につき、裁判所は「当該ブロック塀が、築造当時において

通常予測可能な地震動に耐えうる安全性を備えていたか否か」を基準とすべき

であると判示した。そして、当時の仙台市近郊においては震度 5程度の地震が

通常予測可能な最大級の地震であると認められることから、かかる地震に耐え

うる安全性を欠いていた点に瑕疵を認定し、工作物責任を肯定したものである。

この判断は、不可抗力と評価され得る自然災害であっても、予測可能な範囲内

に属する限り、その危険を考慮した設置・保存義務を尽くすべきことを明確に

示すものである。

また、阪神・淡路大震災に関する裁判例（神戸地判平成 10年 6月 16日判タ

1009号 207頁）においても、ホテルが震災により崩落し宿泊客が死亡した事案

において、裁判所はホテルの設置に瑕疵を認め、所有者の損害賠償責任を肯定

した。この事例は、大規模自然災害に伴う被害であっても、施設自体が安全性

を欠いていた場合には、不可抗力として免責されるのではなく、なお所有者の

法的責任が問われ得ることを端的に示す。

これらの裁判例の帰結として、老朽化した設備や建築物については、「通常

災害」による倒壊であっても責任を免れることは困難である。また、近隣の建

物が倒壊を免れている一方で、特定の建物のみが損壊した場合には、その建物

の設置・保存に特有の瑕疵が存在したものと推認され、不可抗力の抗弁は容易

に認められないと解すべきである。すなわち、不可抗力の概念は、予見可能性

および結果回避可能性の基準に照らし、極めて限定的にしか認められないので

ある。

したがって、所有者・管理者は、単に災害の偶発性に依拠するのではなく、

予見可能な災害に備えて安全性を確保する社会的責務を負うものであり、この

要請こそが民法 717条の根本的意義を成すといえよう。
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4-2）最近の裁判例─土砂崩れと損害賠償

2020年に神奈川県逗子市において発生したマンション敷地内斜面崩落事故

は、女子高生 1名の生命を奪うという痛ましい結果をもたらした。本件事故は、

高さ約 16メートルの斜面から総量約 66トンに及ぶ土砂が崩落したものであり、

その規模と被害の深刻さから、土地工作物責任（民法 717条）の解釈、さらに

は管理会社に課されるべき安全配慮義務の内容に関し、重大な法的検討課題を

提示するものである。

横浜地方裁判所は、管理会社の責任を肯定し、遺族側の請求を一部認容して

約 107万円の損害賠償を命じた（横浜地判令和 5年 12月 15日判例集未搭載）。判

決の論理は、以下の諸点において注目される。

第一に、事故前日にマンション管理人が斜面に約 2～ 4メートルの顕著な亀

裂を発見し、その状況を撮影した上で管理会社の元担当者に送信していた事実

に着目し、裁判所は事故を未然に回避し得たと認定した。すなわち、管理会社

は当該情報を得た段階で、市に道路通行禁止措置を求める等の緊急的対応を講

じるべき義務を負っていたと判示している。

第二に、判決は 2003年 6月付地質調査報告書の存在を重視した。同報告書

は斜面の風化や危険性を明確に指摘しており、管理会社は売主からこれを交付

されていた。したがって、管理会社は平素より従業員に斜面の危険性を周知し、

異常発見時には即時の措置を徹底するよう指導すべき注意義務を負っていたと

された。この点において、裁判所は管理会社の「予見可能性」と「結果回避可

能性」を具体的に基礎づけ、注意義務違反を明確に導いている。

第三に、本件は刑事責任との交錯という特徴を有する。すなわち、元担当者

は業務上過失致死容疑により書類送検されたものの、検察は「事故の予見は困

難」であるとして不起訴処分とした。他方で、民事裁判所は予見可能性を肯定

し、逆の結論を導いている。この点は、刑事責任における「合理的な疑いを容

れない立証」と、民事責任における「高度の蓋然性に基づく判断」の証明度の

差異を如実に示す事例である。すなわち、刑事における予見可能性の認定は厳

格であり、合理的疑いを超える証明がなければならないのに対し、民事責任に
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おいては、事故発生を防止できた「高度の蓋然性」があれば足りる。この基準

の差異が、同一事実関係から刑事と民事で結論を異にする典型的事例となった

ものと解される。

本判決は、管理会社の斜面管理責任を肯定することにより、マンション等共

同住宅における安全管理義務の実質化を進めた点で高く評価される。他方で、

管理会社が長期にわたり受領していた地質調査報告書を実際にどの程度活用す

べきであったのか、また管理会社従業員の報告体制をどこまで厳格に構築すべ

きであるのかについては、今後の実務にも少なからぬ影響を及ぼすであろう。

（5）災害影響の適時開示義務

災害の影響を適時に開示しなかった上場企業が投資家からクレームされる事

例が増えている。したがって、企業内では、事前に対応フローを確立し、有事

の際の情報収集と発信準備をすることが推奨される。

上場企業は、被害の影響が軽微であっても、取引先からの関心が高い場合に

は「任意開示」を行うことを考慮すべきである。任意開示とは、会社法・金融

商品取引法や証券取引所の規則などによってその開示が要請されていない情報

開示の類型を指す。過去の災害の際には、企業が任意開示を行った実例もあり、

透明性を守ることで投資者との信頼関係を構築することができるであろう。

4　実務対応と今後の展望

以上の検討から明らかになるのは、災害時に企業が責任を免れるのは極めて

限定的だということである。企業が今後備えるべき項目としては、BCPの充実、

契約の具体化、ガバナンス強化などを挙げることができるだろう。

（1）事業継続計画（BCP）の法的充実

企業を守るのは事後的な手段だけではない。事前に企業の財産等を守る手段

として BCPがある。
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中小企業庁によると、BCPとは、「企業が自然災害、大火災、テロ攻撃等の

緊急事態に遭遇した場合において、事業資産の損害を最小限に止めつつ、中核

となる事業の継続あるいは早期復旧を可能とするために、平常時に行うべき活

動や緊急時における事業継続のための方法、手段などを取り決めておく計画」

と定義されている 14）。

BCPの特徴は、

①優先して継続・復旧すべき中核事業を特定する

②緊急時における中核事業の目標復旧時間を定めておく

③緊急時に提供できるサービスのレベルについて顧客と予め協議しておく

④事業拠点や生産設備、仕入品調達等の代替策を用意しておく

⑤すべての従業員と事業継続についてコミュニケーションを図っておく

の 5点に要約できる。

災害等の緊急時への対応が十分でない場合、企業としては事業の縮小・従業

員の解雇を余儀なくされる虞がある。特に経済的地盤の弱い中小企業は BCP

をあらかじめ用意しておくことが重要であろう。

そこでは、単なる業務継続マニュアルではなく、労働法・民法・会社法上の

責任を踏まえた計画が必要である。特に労働者の安全と契約履行を考慮するこ

とに留意しなければなせらない。

また、策定した BCPについては、定期的に見直ししなければならないし、

都度の訓練も必要である。

（2）契約条項の見直し─不可抗力条項の具体化

この点については、前記 3 （3） 3-3）で詳述した。

不可抗力条項は「地震・台風」など具体的事象を明記し、また、代替輸送や

通知義務を組み込むことで免責の可能性が高まっていく。

14）中小企業庁「中小企業 BCP策定運用指針」（2006年 2月 20日）1.1。
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（3）広報対応と情報開示

3-1）広報対応と情報対応の重要性

災害時における企業の広報対応および情報開示は、単なる危機管理の一環に

とどまらず、取引先・株主・従業員・地域社会といったステークホルダーに対

する説明責任（accountability）を具現化する法的義務とも密接に関連する。と

りわけ、金融商品取引法上の適時開示義務、会社法に基づく取締役の善管注意

義務、さらには不法行為法上の信頼利益の保護といった観点からも、その重要

性は看過できない。

3-2）初動対応としての安否確認と情報収集

災害発生時、広報部門が最優先すべきは、従業員の安否確認と施設の安全確

保である。これは労働契約法 5条に基づく使用者の安全配慮義務にも通ずる行

為であり、企業の危機対応の基盤をなす。

その後、各部門より収集した被災状況を精査し、統一的かつ正確な情報に整

理することが求められる。拙速な発表は誤解を生じさせ、投資家や取引先に対

し不当な判断を誘発する危険があるため、法的リスク管理の観点からも慎重な

対応が不可欠である。

3-3）情報開示の在り方と誤解回避

仮に自社施設が被災地に所在しながら被害が軽微にとどまった場合であって

も、外部からは深刻な影響があると誤認されるおそれがある。この点、企業は

積極的に「被害がなかった」旨を開示し、誤情報の流布を防止することが期待

される。これは、証券取引所（金融商品取引法上の「金融商品取引所」）の定める

適時開示制度とも符合し、投資家保護および市場の公正性を確保する観点から

も要請される義務といえる。

3-4）情報発信手段と表現上の留意点

情報発信の手段としては、自社ウェブサイトや公式 SNSの活用が不可欠で
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あり、被災状況、被害規模、事業への影響、復旧の見通しなどについて広く周

知する必要がある。

他方、表現内容に関しては、被災者の感情を害さぬよう細心の注意を払わね

ばならない。たとえば、義援金や支援活動に関する公表は、企業の社会的責任
（CSR）を果たす行為としてレピュテーションの向上に資するが、不適切な強

調や宣伝的表現は被災者や一般社会から反感を招き、企業の信用を毀損しかね

ない。

3-5）メディア対応と法的開示義務

災害後、メディアからの取材に応ずる際には、誤情報や憶測を流布しないこ

とが何よりも重要である。企業は、事実関係の確認が不十分な段階では暫定的

情報である旨を明示し、確定的事実が判明次第、再度の報告を行う義務を負う。

また、損害が企業価値に重大な影響を及ぼす場合には、金融商品取引法上の

適時開示義務に基づき、迅速かつ正確な開示を行わなければならない。この義

務を怠れば、投資者に対する誤導的表示として損害賠償責任を招来する可能性

も否定できない。

3-6）小括

以上のとおり、自然災害における企業の広報対応と情報開示は、単なる経営

上の判断を超え、法的責任との接点を有する重要な課題である。企業は、①初

動対応における安全配慮、②正確かつ適時の情報提供、③被災者感情に配慮し

た表現、④法令に基づく開示義務の履行を一体的に実行することにより、社会

的信頼を維持・向上させることができるであろう。すなわち、災害時の広報対

応は、企業の危機管理能力を測る試金石であると同時に、コンプライアンス経

営の実践そのものでもある。

（4）ガバナンス体制の強化

自然災害は、人命や財産への直接的被害のみならず、サプライチェーンの断

慶應法学 55_139-162_論説（菅原）_4k-1.indd   157慶應法学 55_139-162_論説（菅原）_4k-1.indd   157 2025/12/11   10:562025/12/11   10:56



158

論説（菅原）

絶、情報システム障害、風評被害など多方面に波及する。そのため、企業は単

なる事後対応にとどまらず、予防・準備・対応・復旧・再発防止までを包括し

たガバナンス体制を構築することが求められる。

自然災害は不可抗力の側面があるが、企業の備えが不十分であれば、取締役

等の善管注意義務や危機管理責任に基づく責任追及の可能性がある（前記 3

（2））。また、上場企業の場合には、コーポレートガバナンス・コードや有価証

券報告書におけるリスク情報開示義務を通じて、自然災害リスクへの対応が投

資家保護の観点からも問われる。

ガバナンス体制強化の具体的アプローチとしては、

①リスクアセスメントと重要リスクの特定（過去の災害データ・地域特性を踏ま

えた被害想定、サプライチェーン全体を対象としたボトルネックの把握、ITイン

フラ・重要データの保全リスク評価）、

② BCPの策定・実効性向上（前記 （1））、

③ガバナンス機関の関与強化（取締役会レベルでの定期的な災害リスク報告、監

査役・監査等委員による危機管理体制モニタリング、経営陣評価項目への BCP対

応力反映）、

④ステークホルダーとの連携（地域自治体・消防・警察との情報共有協定、サプ

ライヤーとの相互支援協定、株主・顧客向けの事前情報開示と危機時の透明な広

報）、

⑤ ESG・サステナビリティとの統合（後記 （6））

がある。

自然災害に対するガバナンス体制強化は、単なる防災対策ではなく、企業価

値維持・向上のための戦略的経営課題である。取締役会を頂点とする経営統治

の枠組みに自然災害リスク管理を組み込み、BCPの実効性確保、ステークホ

ルダー連携、法令遵守を三位一体で推進することが不可欠である。今後は気候

変動の進行を踏まえ、予測困難な自然災害にも柔軟かつ迅速に対応できるレジ

リエンス型ガバナンスの確立が求められる。
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（5）損害保険によるリスクヘッジの活用

損害保険は、災害リスクの備えにもなっている。

火災保険は、火災だけでなく、台風や洪水などの自然災害による損害も補償

するし、地震保険は（保険料が高いという問題はあるものの） 地震や噴火、津波

による損害を補償する。

また、高騰する保険料に対応するために、航空会社や自動車メーカーなど、

キャプティブ（Captive）といわれる再保険子会社を設立し、自家保険によるリ

スクの内部化を図る実例もある 15）。

近年は、水災リスクに応じて火災保険料率が細分化される傾向にある。ハ

ザードマップで自社の災害リスクを確認し、適切な補償内容を検討する必要も

あるだろう。

（6）ESG経営とリスク管理の融合

ESG経営 16）は、気候変動などの社会課題に関する問題意識の高まりととも

に、長期的な企業の発展に不可欠な概念として普及している。予測不可能な事

態が多い現代において、ESGに意識を向けた経営は、持続可能（sustainability）

な安定的な経営の実現につながり、投資家からの評価向上、企業およびブラン

ドイメージの向上ともなる 17）。

15）キャプティブの主たる効用としては、①保険コストの削減（市中の保険料に含まれるマ
ージンや経費を抑え、グループ全体で効率的にリスク移転ができる）、②リスクマネジメ
ントの強化（自社グループ特有のリスクを対象に、オーダーメイドの補償設計が可能とな
る）、③資金の社内留保（支払った保険料がキャプティブに蓄積され、将来的な保険金支
払いや再投資に活用できる）、④再保険市場への直接アクセス（キャプティブを通じて再
保険会社と直接取引でき、より有利な条件を引き出せる）、⑤税務・会計上のメリット
（適切に設計すれば、損金算入や資金移転の柔軟性といった税務上の効果も得られる場合
がある）を挙げることができる。

16）ESG経営は、環境（Environment）、社会（Social）、ガバナンス（Governance）の 3つの
要素を重視する経営手法であるため、企業の収益維持や経営負担の増大といった課題も伴
う。そのため、各企業は、適切な重要業績評価指標（KPI）を設定し、自社の事業戦略に
合った形で ESGの取り組みを進める必要があるだろう。
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特に気候変動による極端気象の増加に対応し、国際規格（ISO22301。後記 

（7） 7-2））の活用も求められる。この点、裁判所も、国際ガイドラインや業界

基準を「予見可能性」や「社会通念上の水準」として参照する傾向がある点に

留意したい。

また、従来のビジネスリスクに加えて、自然災害を意識した ESGリスクを

中長期的な時間軸で特定・評価し、対応する必要もあるだろう。

（7）国際的視点からの考察

7-1）海外子会社・グローバルサプライチェーンの課題

自然災害は、サプライチェーン全体の機能停止や契約不履行、品質劣化等の

リスクをもたらす。

特にグローバル展開する企業においては、①不可抗力条項の検討（前記 3 

（3） 3-3））、②リスク分配の調整（複数国間の契約では、どの当事者が災害リスク

を負担するか（インコタームズ 18）との整合など）を法的に設計する必要）、③コン

プライアンス確保（災害時に現地法を遵守できる柔軟な体制整備）といった実務

的課題が生じる。

7-2）国際的な危機管理規格（ISO22301 等）の活用

ISO2230119）は、自然災害を含む重大インシデント発生時において、企業活

動を中断させず継続させるための枠組みを提供する。

17）日本私法学会第 88回のワークショップにおいて、サステナビリティに関する取締役の
責任が報告・議論された。松井智予「サステナビリティにかかる企業の取り組みと取締役
の責任」商事法務 2398号（2025年）44頁。

18）インコタームズ（Incoterms）とは、1936年に国際商業会議所（ICC）が制定した貿易取
引条件とその解釈に関する国際規則である。

19）ISO22301は、事業継続マネジメントシステム（BCMS）に関する国際規格であり、予期
せぬ事態が発生した際に、事業を継続、または中断後も早期に復旧できる体制を構築する
ために制定された。企業が地震や火災、ITシステムの障害、取引先の倒産などの様々なリ
スクに備え、事業活動を迅速に復旧・継続するための規格となっている。
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その意義としては、①説明責任の担保（株主・取引先・当局等に対する災害対

応能力や備えの証拠として活用）、②取締役の善管注意義務との関係（ISO規格等

の実践をリスク管理体制の構築義務履行として評価）、③契約交渉力の強化
（ISO22301認証の取得による災害対応力の対外的な証明）などを挙げることができ

る。

以上の論点は、企業のリスクマネジメント体制と法的安定性の両立を図るう

えで極めて重要である。特にグローバル化が進む中、単なる事後対応ではなく、

予防的・制度的な整備が法務部門に求められている。

5　結語に代えて

本稿において強調すべき要点は、次の 3点に集約される。

第一に、安全配慮義務の優先履行である。すなわち、企業は災害時において

も、従業員や利用者の生命・身体の安全を確保することを最優先の指針とすべ

きであり、この原理は労働契約法 5条や民法 709・717条に照らしても明らか

である。安全確保の判断は、経済的合理性を超えて尊重されるべき基本的責務

にほかならない。

第二に、契約および BCPの具体化である。従来、災害対応に関しては「不

可抗力」や「想定外」といった抽象的表現に委ねられる場合が多かった。しか

しながら、今日の企業法務実務においては、具体的事象の列挙、代替措置の明

確化、通知義務の定式化等を通じ、契約条項に実効性を付与することが不可欠

である。これにより、法的責任の範囲を明確化し、企業の予見可能性と説明責

任を強化することができる。

第三に、経営層に課されるガバナンス責任の明確化である。取締役および監

査役は、リスクの発生可能性を監督し、適切な内部統制を確保するとともに、

意思決定過程を記録・報告する義務を負う。これらの措置は、将来における責

任追及を回避するのみならず、企業統治の実効性を担保するための最低限の備

えとして位置づけられるべきである。
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以上を総合すれば、災害は企業活動に不可避的に内在する「経営リスク」で

あり、その克服には法務部門と経営部門とが一体となった周到な準備が要請さ

れる。これこそが、企業の持続可能性を確保し、社会的信頼を維持するための

唯一の方途であることを、改めて強調しておきたい。

 以上

献辞

江口公典名誉教授が 2025年 6月 12日にご逝去された。2004年の法務研究

科創設以来、同教授とは「企業法務 BP」を共同で担当させていただき、折に

触れて懇篤なるご指導を賜った。ここに江口先生の学恩に深甚なる感謝の意を

表し、本稿を謹んで献呈する。
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